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ＴＰＰ参加でどうなる業界？
税理士業務資格の相互参入を懸念

　生保節税のグレーゾーンをめぐる注目の判決がこのほど出た。養老保険の全額損金プランに基づいて受け取っ
た満期保険金の税務で、保険金から控除できる保険料は、本人が負担した金額に限られ、法人負担の保険料は
含まれないと、最高裁で一審、二審を取り消す逆転判決がでたもの。平成23年度の税制改正で、すでに一時所得
の計算方法の取り扱いが明確化されていることから、最高裁判決の行方が税理士ら実務家の間で強い関心が寄
せられていたが、「極めて妥当な判断」、として冷静に受け止めているようだ。

生保節税のグレーゾーンに“喝”養老保険の全額損金プラン、
最高裁で決着「必要経費は本人負担保険料のみ」

　積立型の保険である養老保険は、保
険満了時には満期保険金が出る。「全
額損金プラン」（通称、逆ハーフタッ
クスプラン）とは、会社を契約者およ
び死亡保険金の受取人とし、役員や従
業員を被保険者および満期保険金受取
人とする契約のこと。会社が負担した
保険料のうち、死亡保険金に対応する
部分は支払保険料として損金扱いとな
り、満期保険金に対応する部分は被保
険者への給与としてはやり損金扱いと
なる。
　また、満期保険金は受取人の一時所
得扱いであるため、法人税に加えて所
得税負担も軽減できる節税商品として
人気があった。
　問題は、一時所得の必要経費として
給与課税されていない保険料も含まれ
るか否か、つまり保険料は保険金の受
取人が負担しないものも含めた全額を
控除できるかという点だ。実はこの部
分は一種のグレーゾーンで、所得税法
34条2項では「その収入を得るために
支出した金額」が一時所得から控除で
きるとあるだけだった。
　これについて、控除できる支払保険
料の範囲をめぐって、「収入金額から
控除できる保険料の総額には満期返戻
金等の一時所得の支払いを受ける者以
外の者が負担した保険料も含まれる」
と主張する納税者と、「一時所得の計
算上控除できる保険料は本人が負担し
た保険料及び、会社が負担した保険料
の場合は給与課税された保険料に限ら
れる」とする国税局側が対立し、2つ
の裁判が行われていた。
　いずれも一審、二審と国税局側が負
けたために、平成23年度の税制改正に
より、「給与課税されていない会社負
担分の保険料は必要経費に含めない」

とする取り扱いがなされ、今後の取り
扱いについては決着がついた。また、
その発端となった2つの裁判について
も、最高裁での判決が下されたもの。
　いずれも、契約者である会社と被保
険者である役員が保険料を２分の1ず
つ負担し、前者は保険料として損金処
理し、後者を役員報酬として損金処理
（役員報酬として課税）、または会社
からの貸付金としたケース。
　判決では、「一時所得にかかる支出
が、収入を得るために支出した金額に
該当するために、支払いを受ける本人
自ら負担したものといえる場合でなけ
ればならない」との判断が示され、本
人である役員以外（この場合会社）が
負担した保険料も満期保険金から控除
できるとした高裁の判決を破棄した。
　裁判は、これら関係法令の解釈合戦
が争点でもあったわけだが、こうした
判決を、税理士や保険販売サイドはど
う受け止めているのだろうか。
　いずれも今回の判決は、平成23年度
税制改正で、昨年６月に成立した所得
税法施行令第183条第４項の規定に即
したものであり、極めて妥当な判決だ
というのが共通した見方のようだ。
　もともとこの逆ハーフタックスプ
ランは解釈があいまいなグレーゾー
ンだったことから、「顧客には勧めな
かったし、他の税理士からも、積極的
に働きかけて加入するという話は聞
かない。税務調査で指摘されたら困
る」（都内税理士）という声は以前か
らあった。また、「逆に税制が確定し
たことで、これからは退職金だけでな
く相続対策の選択肢の一つとして使
いやすくなったのではないか」との声
もあり、税理士の立場からは今回の判
決は歓迎ムードのようだ。一方、保険

営業の現場からは、「今回明確な判断
がなされたことで、逆に仕組みとして
提案しやすい環境になった。しかしな
がら、所得税の課税の強化などが進む
と給与所得となる組み立てではメリッ
トは少なくなる」（保険コンサルタン
ト）。また、「低解約型の逓増定期保
険を活用し、契約者変更により解約返
戻金を個人に転嫁する仕組みがある

が、解約時の一時所得課税の判断へ影
響する可能性も視野に入れる必要があ
る」（保険代理店）と、今後の対応策
について話す。
　税制改正及び最高裁判決で白黒が
はっきりした養老保険の全額損金プラ
ン。保険指導に一つの指針ができたこ
とは間違いない。

　「社会保障と税の一体改革」で、消
費増税問題一色となっているなか、も
うひとつの大きな社会問題となってい
るのが TPP問題（環太平洋パートナー
シップ協定）だ。
　税理士業界内でも、「TPP の影響」
がようやく語られ始めている。税理士
会の機関誌等でも、テーマにしてい
る例を見かけるが、ネットの世界でも
「TPP 参加で税理士はどうなるのだろ
うか」という議論が展開されている。
　農産物の関税撤廃問題に端を発し、
農業分野に話が集中しているが、関税
を撤廃するだけでなく、様々な資格保
有者の相互参入も可能にするのではな
いか、という観点から税理士業界とこ
の TPPをリンクして、影響が語られは
じめているもの。
　ある税理士は、可能な限り自由に
TPP 参加国域内で資格業務が行えるよ
うになるとするならば、「TPP 参加で
将来的に日本の税理士制度はなくなる
ことも考えられる」と、危機感をあら
わにする。
　税理士と同じ国家資格の医療業界に
おいても、関税撤廃項目に医療が入り、
現状、日本の医療制度に、「もしも自
由競争原理主義」が動けば、競争力の
強い日本の病院と外国の病院とが連携
し、競争力の無い病院は淘汰され、日
本の地域医療は完全に消滅する…？？

といったシナリオを描く医療関係者も
いる。
　あくまでも仮定の話だが、TPP への
参加で資格規制が撤廃されれば、国際
的な自由競争になる可能性は否定でき
ない。米国においては公認会計士、弁
護士、医者の資格保有者は大量にいる
ことから、ボーダレスな競争になるこ
とも考えられる。日本独自の「税理士
制度」も TPP加盟国同士での間で、「資
格の統廃合がなされることも考えられ
る」と指摘する声もある。諸外国にお
いては、税務申告の代理や相談を行う
職業として、「公認会計士」がスタン
ダードな存在。日本の税理士制度自体
は世界的に見ても、ポピュラーな存在
とは言い難い面もあり、そういった観
点から TPPによって制度自体がなくな
るのではないか、と危惧する向きもあ
る。
　いずれにせよ、海外の会計士が日本
の会計士の国際業務を浸食してくる動
きが出てくれば、わが国においても、
玉突き的に公認会計士が税理士業務
を浸食してくる、という構図も考えら
れる。そうであれば、間接的には税理
士にも TPP の影響を受けることにな
る。そういう意味においても、TPP 参
加が日本の税理士制度の大きな転換点
になる可能性はありそうだ。
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